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特記仕様書 

 

第１章  総則 

１－１適用 

本特記仕様書は、『浪江駅西側地区整地等基本設計その他業務』（以下「本業

務」という。）に適用する。  

本業務の実施に当たっては、本特記仕様書によるほか、「土木設計業務等共通

仕様（平成 28 年７月版）」（以下「共通仕様書」という。）による。 

共通仕様書は閲覧に供する。  

 

１－２設計対象範囲 

設計範囲は、別図－１に示す範囲とする。  

 

 

 

１－３履行期間  

契約締結日の翌日 から 令和９年３月 15 日 

 

１－４管理技術者 

管理技術者は、共通仕様書 1.1.7 の定めのほか、下記の①に示す条件を満たす

ものであり、②の実績要件を有する者とする。 

なお、管理技術者は原則として変更できない。但し、病休、死亡、退職等やむ

をえない理由により変更を行う場合には、同等以上の技術者とするものとし、調

査職員と協議を行うものとする。  

➀ 下記のいずれかの資格を有する者  

１）技術士（総合技術監理部門：建設部門関連科目）の資格を有し、技術士法に

よる登録を行っている者。  

２）技術士（建設部門 -都市及び地方計画又は建設部門-道路）の資格を有し、技

術士法による登録を行っている者。  

３) ＲＣＣＭ（都市計画及び地方計画又は道路）の資格を有し、「登録証書」の

交付を受けている者。  

４) 土木学会認定土木技術者（特別上級、上級、１級のいずれかとし、資格分野は

「設計」）の資格認定証の交付を受けている者  

② 下記の同種業務又は類似業務の実績を有する者  

・同種業務：国、地方公共団体、独立行政法人、民間企業等が施行する宅地造

成事業※１において、「a：整地」「b：道路」「c：調整（節）池」

の基本設計又は実施設計（同一業務において abc を履行） 

・類似業務：国、地方公共団体、独立行政法人、民間企業等が施行する宅地造

設計範囲：福島県双葉郡浪江町大字権現堂地内ほか 
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成事業※１において、「a：整地」「b：道路」「c：調整（節）池」

うち、いずれかの基本設計又は実施設計  

※１ 宅地造成事業 

      宅地造成事業とは、土地区画整理事業、新住宅市街地開発事業、

工業団地造成事業及び住宅用地造成事業、開発行為等により行わ

れる公共施設の整備改善及び宅地の利用の増進を図るために行

われる土地の区画形質の変更及び公共施設の新設等に関する事

業をいう。なお、整地工事、排水工事及び道路工事が同一エリア

で重層的になされ、かつ住宅等の用に供する宅地の品質及び施工

精度が満たされているなど、宅地造成事業において一般的になさ

れる工事と同等程度の事業と認められるものは宅地造成事業と

同等のものとみなす。  

 

１－５照査技術者 

共通仕様書 1.1.8 の照査に当たっては、照査技術者を配置するものとし、上記１

－４①に示す条件を満たす者とする。 

照査の実施にあたっては、別に定める「土木工事設計照査要領」に基づき実施

し、作成した資料は、共通仕様書 1.1.8 の５項に規定する照査報告書に含めて提

出するものとする。  

 

１－６打合せ等 

打合せは、共通仕様書 1.1.11 に基づき、下記の区切りにおいて行うものとす

る。なお、業務着手時と業務完了時には管理技術者が立ち会うものとする。  

また、業務に関する打合せ記録の作成は受注者が行い、速やかに調査職員に提

出し、打合せ内容、決定事項に誤りがないことを相互に確認するものとする。  

項 目 回数 

(1)業務着手時 1 

(2)中間時 ５ 

(3)業務完了時 1 

 

 １－７照査技術者による照査の報告  

照査技術者は、発注者の指示する業務の節目及び業務が完了したときは、照査

について発注者に報告するものとする。  

なお、照査技術者による照査の報告は 1 回を想定している。  

 

 １－８業務計画書 

受注者は、業務計画書作成時に共通仕様書 1.1.12 の２項の定めのほか、屋外

で設計業務を行う場合における安全管理について記載する。  
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 １－９現地踏査 

受注者は、設計業務等の実施にあたり、共通仕様書 1.2.2 に基づき設計業務等

対象敷地及び周辺の現地踏査を行ない、設計業務等に必要な現地の状況を把握す

るものとする。  

受注者は、現地踏査を実施した場合には、現地の状況を示す写真と共にその結

果をとりまとめることとする。  

  

１－１０下請負等 

１）本業務請負契約書第８条第１項に規定する「主たる部分」とは、共通仕様書

1.1.28 の第１項に示すとおりとする。  

   ２ ) 本業務請負契約書第８条第３項に規定する「軽微な部分」は、共通仕様書

1.1.28 の第２項に示すとおりとする。  

３) 受注者は、本業務請負契約書第８条第３項の規定により業務の一部（主たる

部分を除く）を第三者に委任し、又は請け負わせようとするときは、あらかじ

めその相手方の住所、氏名、下請負等を行う業務の範囲、下請負等の必要性及

び契約金額等について記載した書面を発注者に提出し、承諾を得なければなら

ない。 

なお、下請負等の内容を変更しようとするときも同様とする。  

 

 １－１１建設副産物対策  

共通仕様書 1.2.9（設計業務の条件）の９項に基づき、建設副産物の検討成果

として、リサイクル計画書（共通仕様書付属資料１）を作成するものとする。  

 

 １－１２設計業務の成果  

本業務の成果品は、共通仕様書 1.2.11 及び下表によるものとする。 

なお、報告書に使用するソフトは Windows における、Word、Excel とし、また、

図面作成等については、 AutoCad を使用し、報告書及び図面データを電子媒体

（CD 等）にて提出するものとする。  

※成果品納品時に成果品の全景写真及び、近景写真を提出すること。  
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（１）設計業務成果品 

項  目 サイズ 成果品数 

(1)基本設計図面 A3 版 製本 ３部 原図一式 

(2)報告書等 

①現地踏査報告書  

②設計報告書 

③設計計算書 

④数量計算書 

⑤打合せ記録簿  

⑥照査報告書 

A４版 製本 ３部 原稿一式 

(3)リサイクル計画書  A４版   一式 

(4)法令等に基づく届出

等チェックリスト  
A４版   一式 

(5)特定調達品目の判断

基準等（公共工事）チェ

ックシート 

A４版   一式 

(6)その他調査職員の指

示した報告書等 
   一式 

（２）検討業務成果品 

項  目 サイズ 成果品数 

(1)業務概要書 A3 版 製本 ３部 原図一式 

(2)報告書等 

①打合せ記録簿  

②検討結果報告書 

A４版 製本 ３部 原稿一式 

 

(３) 電子データ 

電子データの作成については、下記基準（閲覧可）による。  

１）適用基準 

・福島県電子納品等運用ガイドライン【土木工事編】（平成 30 年４月）   

   

 １－１３個人情報の取扱について  

受注者は、当該業務の実施に係る「個人情報の取扱い」については共通仕様

書 1.1.31 によるものとする。  

また、「重要な情報及び個人情報の保護に関する特約条項第２条」に定める

重要な情報等の保管場所、取扱場所、及び取扱場所から持ち出す場合等の手続

き等については、下記のとおりとする。  

(１) 保管場所は受注者事務所内とし、施錠できる場所に保管する。  

(２) 取扱場所は受注者事務所内とし、取扱終了後は速やかに保管場所に返却し

施錠する。 

(３) 取扱場所から持ち出す場合は、事前に担当職員の了解を得、保管場所に返

却後はその旨を報告する。  

(４) 原則として携帯電話に業務に係る個人情報を登録しない。   
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第２章  設計等業務 

２－１業務目的 

本業務は、浪江町決定予定の「タウンセンター西街区一団地の復興再生拠

点市街地形成施設」において実施予定の基盤整備工事の基本設計等であり、

当該地区の基本計画等上位の計画、既往の検討成果に基づき、図面作成や検

討等を行うことを目的として実施する。  

 

２－２設計項目 

設計項目 業務範囲 

（１）  整地修正基本設計  ○ 

（２）  調 整 池 底 面 等 利活用方法

検討 
○ 

（３）  調整池基本設計  ○ 

（４）  道路修正基本設計  ○ 

 

２－３使用する技術基準等  

本業務で使用する技術基準等は以下のとおりとする。 

また、適用基準の最終決定は、自治体及び調査職員との協議による。  

（１）関係法令等  

都市計画法 

建築基準法 

道路法 

道路交通法 

道路構造令 

下水道法  

河川法 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律  

土壌汚染対策法  

宅地造成及び特定盛土等規制法  

国等による環境物品の調達の推進に関する法律  

浪江町下水道条例  

浪江町町道の構造の技術的基準を定める条例  

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律  

 

（２）技術基準等  

福島県開発許可制度の手引き 

福島県土木設計マニュアル 

福島県宅地造成及び特定盛土等規制法に基づく許可申請の手引  

浪江町道路管理規則  
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都市再生機構  土木工事標準設計図集（令和４年） 

都市再生機構  造園施設標準設計図集（令和５年） 

都市再生機構  植栽基盤整備ハンドブック（平成 29 年 4 月） 

都市再生機構 土地区画整理事業等における土壌汚染対応に関するガイドラ

イン[改訂版]（平成 22 年 6 月） 

都市再生機構  環境物品等の調達の推進を図るための方針（令和５年度版） 

都市再生機構  宅地造成工事防災図集（平成 14.3 月） 

都市再生機構  基盤整備工事共通仕様書・施工関連基準（令和６年） 

都市再生機構  宅地造成等技術必携（調査・設計編）（令和 3 年） 

都市再生機構  土木工事施工条件明示の手引き（案）（ H7.9 月） 

都市再生機構  発注・設計照査チェックシート（在京支社版 2010 年９月） 

日本道路協会  道路土工-盛土工指針（平成 22 年４月版） 

日本道路協会  道路土工-軟弱地盤対策工指針（平成 24 年８月版） 

日本道路協会  舗装の構造に関する技術基準・同解説（平成 13 年９月版） 

日本道路協会  舗装設計施工指針（平成 18 年度版） 

日本道路協会  舗装設計便覧（平成 18 年度版） 

日本道路協会  舗装施工便覧（平成 18 年度版） 

国土技術研究センター 道路の移動等円滑化整備ガイドライン 

その他関係技術基準等  

    上記以外は土木工事設計照査要領の巻末の運用指針等一覧表を参照。  

また、基準においては最新版の確認を行い、使用するものとする。  

 

２－４貸与する技術資料等  

本業務で使用するため貸与する技術関係資料は次のとおりとする。  

浪江駅西側地区整備事業基本設計（その１）業務委託  

（浪江町、令和８年３月） 

浪江駅西側地区整備事業地質調査業務委託（浪江町、令和８年３月） 

浪江駅西側地区整備事業測量業務（浪江町、令和８年３月） 

浪江駅西側地区用地調査等業務委託（浪江町、令和８年３月） 

 

２－５調査・設計業務内容（基本設計）  

（１）  現地踏査 

共通仕様書第１編及び第２編の各項に基づき（３）基本設計等の実施に必要

な現地踏査を行うものとする。  

特記事項（特に留意する点）  概略数量 

☑境界状況 

☑周辺及び地区内道路状況  

☐支障物件（家屋、電柱、越境物件等）  

☑供給処理施設状況（河川、下水道、農業用排水、水道、電

（３）基本設計

等の設計工種

による 
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特記事項（特に留意する点）  概略数量 

気、電話他）  

☑現況土地使用状況等  

☐伐採・伐木状況、樹種・樹高等  

☐工作物等種別、形状  

☑土運搬、材料搬入、重機運搬路等 

☑現況地盤、敷地形状、土質状況等  

☑関連工事（出会い工事）の進捗状況と影響度等 

 

（２）  上位計画等との整合性の検討  

本業務の実施にあたっては、上位計画等の関連する諸条件との整合性の検討を

行うものとする。  

検討項目 特記事項（特に留意する点）  

上位計画と

の整合性の

検討 

・  浪江町復興計画【第三次後期基本計画】（2026.3） 

・  浪江国際研究学園都市構想（ 2024.3） 

・  浪江駅西側地区整備計画（2025.4） 

・  浪江都市計画タウンセンター西街区一団地の復興再生拠点市街

地形成施設（予定）  

関連する諸

条件との整

合性の検討 

☑地区計画、土地利用計画、街区確定、画地確定との整合性検

討 

☑地区界部の整合性検討（地区界部の土地利用検討、地区界処

理方針、現況道路等の整合性等）  

☑造成計画高、幹線道路（骨格道路）計画との整合性検討（線

形､計画高､宅地の出入り等）  

☐住宅地計画との整合性検討（計画高、切盛境界の処理、宅地

の出入り等） 

☐排水基本計画との整合性検討（下水道計画、調節池計画等）  

☑公共下水道認可設計、下水道基本設計との整合性検討 

☐造成計画高、幹線道路（骨格道路）線形、計画高と流域重ね

図作成 

☐現況地形、土地利用計画と調整池適地の整合性検討  

☑宅地開発指導要綱、特定河川流域分担計画、放流河川流下能

力との整合性検討（調整池位置づけ等）  

☐道路構造令に規定されている諸基準及び管理者協議事項と

の整合性検討 

☐道路占用計画との整合性検討  

☐支障物件等との整合性検討（家屋等補償物件、工事支障物件

等の処理検討） 

☐その他（既存報告書・資料、法的条件、自然条件、固定条件

等の検討） 

 

 

  （３）基本設計等 
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共通仕様書第２編の各章の項に基づき、別添図の範囲の次の基本設計等を行

うものとする。  

  設計工

種 
特記事項（特に留意する点）  

整地 

（修正基本

設計） 

設計条件等 ・概略数量：約 9.0ha(高低差；10ｍ未満) 

・軟弱地盤解析：現況地盤１断面 

（地盤圧密、一次元解析） 

・既に施設等が立地するエリアを除く範囲の整地設計

を行う。 

・従前の用地は田圃が主である。  

設計条件の

設定 

 

☑土質条件（土量変化率、土質定数等）、施工機械等の

設定 

☑環境対策（騒音・振動・濁水処理等）、表土保全条件

の設定 

☑建設副産物対策の設定 

☑工事展開方針、近接施工の条件設定 

☑地区界整備に係る基本条件の設定 

☑支障物件対策の基本条件の設計 

設計内容 

 
共通仕様書第 2.2.2 の各項に基づき行うこと。 

① 設計項目 

☑現地踏査、☑設計計画、☑図面作成、☑計算、☑照査 

☑整地設計、☑土量配分計画、☑準備工の設計 

☑仮設防災工の設計、☑概算工事費、☑地区界処理検討

図作成、☑軟弱地盤対策工検討、☐法面等安定解析  

☑工事管理手法（沈下管理）等の検討、☑施工計画作

成、☑設計検討 

② 現地踏査 

☑設計範囲における敷地の状況を把握・確認する。 

③ 設計計画 

☑整地設計にあたっては，周辺の環境に配慮し，敷地

内 の高低差，地下水，土質等の条件整理を行い資料

収集 等を行う。測量成果及び住宅団地等の配置計画

に基づき，土量の配分計画，工程計画，土工機種の選

定等の基本計画を策定する。  

④  図面作成  

☑整地平面図・断面図，切盛土量検討書，運土計画検

討 図，防災計画図，主要構造物詳細図，基本設計説

明書，報告書等の作成  

 ただし、造成計画平面図、土量メッシュ図は既往成

果あり。  

⑤  計算  
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☑土量概算，踏込沈下の検討，概算費算定等の計算  

⑥  照査  

☑基本条件の内容確認，設計計画の妥当性，各種計算

書 の適切性，各種計算書と設計図の整合性  

⑦ 整地設計 

☑宅地及び公共施設地盤高の検討設計 

☑造成勾配の検討設計 

☑地区界整備計画の検討設計 

☐法面処理方法の検討設計  

☑造成宅地の形状、日照条件、土状等の検討設計 

☐擁壁が必要となる場合は、範囲･高さを整理し、平面

位置及び断面を検討  

⑧ 土量配分計画 

☑土量計算（点高法）  

☑最適運土計面の作成（土量配分、使用重機、通行不

能区分、高所・低所条件等）  

⑨ 準備工の設計 

☑伐開、除根、伐採工及び雑物撤去工の検討設計 

☐段切り工、表土保全工の検討設計  

☑工事用道路及び生活道路、水路等切りまわし工の検

討設計 

⑩ 仮設防災工の設計  

☐降雨強度、流出係数、流出量算定（各排水区毎）  

☐暗渠排水工の検討設計（湧水、浸透水、地下水処理

対策） 

  
☑仮設防災水路工の検討設計（断面、勾配、流路、放

 流先等） 

☑仮設調整池、沈砂池工等の検討設計 

⑪ 概算工事費 

☑基本設計完了時に概算工事費を算出 

⑫ 地区界処理検討図作成  

☑排水処理検討 

☑地盤高検討（法処理、擁壁、植栽処理、自然林保存

型等） 

☑地区界道路検討  

⑬ 軟弱地盤対策工検討  

☑土質試験データの評価検討 

☑地盤状況把握（圧密沈下特性、強度増加率等）  

☐対策工検討（工法比較、盛土材料、圧密度、沈下時

間、沈下量、載荷重等）  

☐工事工程計画（施工速度、施工手順、放置期間、搬
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入土計画、供用開始時期、使用収益開始時期、構造

物工事着手時期等）  

☐地区界影響検討（引込み沈下、盤ぶくれ、段差等） 

・地区内６箇所もボーリング調査実施済、既往成果あ

り 

⑭ 法面等安定解析  

☐長大法面の安定等の計算（有効応力法、全応力法、

簡易法等） 

☐法面箇所の基礎地盤検討評価  

☐対策工の検討 

☐大擁壁の安定等の計算（転倒、滑動、沈下等）  

☐盛土内暗渠排水等検討  

⑮ 工事管理手法等の検討  

☑密度管理、空気間隙率管理、試験盛土等  

☐不良土対策、地区外搬出運土計画検討等  

⑯ 施工計画作成 

☑年度別工事展開検討  

☑工事工程表、使用機械、施工方法の検討 

協議用 

資料作成 

 

浪江町等との協議に要する次の資料を作成すること。 

・土壌汚染対策法担当部局との協議及び説明資料  

・盛土規制法担当部局との協議及び説明資料  

 

設計工種 特記事項（特に留意する点）  

調整池 

（ 底 面 等

の 利 活 用

検討） 

 

想定する 

調整池 

・２箇所（堀込式）  

①  流域面積 約１ha 

②  流域面積 約８ha 

検討内容 ・上記及び別図―１に示す調整池における底面等利活

用の実施可否について検討する。  

・利活用の検討は、調整池①は底面を利用した駐車場、

調整池②は底面を利用した多目的グラウンドを足掛

かりとして始める。  

☑敷地分析 ☑整備方法の検討 ☑維持方法の検討 

☑基本計画図作成  

協議用 

資料作成 

浪江町等との協議に要する次の資料を作成すること。 

・下水道管理者との協議及び説明資料  

・宅地開発指導担当部局との協議及び説明資料  

 

設計工種 特記事項（特に留意する点）  

調整池 

（ 基 本 設

計） 

 

設計条件 

等 

・概略数量：２箇所（堀込式） 

①  流域面積 約１ha 

② 流域面積 約８ha 

設計条件 

の設定 
☑基本条件の設定（排水方式、降雨強度、流出係数、

浸透能力等）  
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☑河川等改修計画及び流出抑制施設の必要性の検討 

☑雨水流出量増加分対策の検討（下流への影響、地区

内外の洪水対策）  

☑地区外放流函渠、河川、水路整備状況、計画状況の

整理 

☑流出抑制施設の検討（河川調節池、下水道調整池、

防災調整池（理由書、設置位置図、構造概略検討等）、

浸透施設（浸透能力、施設配置計画検討等）  

☑放流形式の検討（自然排水、強制排水、半強制排水

等） 

☐地区界処理条件の検討（雨水落ちこぼれ分等）  

☐環境対策条件の設定（騒音、振動、動植物、地下水、

近隣等）  

設計内容 共通仕様書第 8.2.1 第２項に基づき、次の項目の設計

を行うこと。  

① 設計項目 

☑設計計画、☑現地踏査、☑基本事項の検討(基本条件、

構造形式、配置計画、維持管理方式 )、☑概略設計、☑

関係機関との協議用資料作成、☑概算工事費、☑調整池

構造形式比較一覧の作成、☑照査、☑報告書作成、☑設

計検討、☑河川改修(放流部)検討、☐浸透施設検討、

☑仮設計画検討  

② 設計検討 

☑排水区割り検討 

☑雨水施設平面計画の検討 

☑調整池流量計算（降水量、降雨強度、ハイドログラ

 フ、ハイエトグラフ等）  

☑調整池容量、底高、洪水高、主要雨水排水施設の検

 討（平面交差、高所、低所条件設定等）  

☑基礎地盤の検討設計 

☑調整池構造（地下方式、堰堤方式、掘り込み式の護

 岸、法面等を含む）の概略比較検討  

③ 河川改修(放流部)検討 

☐改修計画の検討（計画年次、計画断面、流下能力、

 財源等） 

☑放流形式の検討（自然流下方式、強制排水方式、ゲ

 ート方式等） 

☐河川施設の検討  

④ 浸透施設検討 

☐浸透施設の選定、浸透能力評価、施設配置の検討  

☐浸透量及び流出量の関係解析  

☐長期浸透能力維持のための付帯施設の検討設計  
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☐浸透施設設置基準（掘削方法、施設仕様、周辺埋め  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 戻し方法，雨水管渠接続方法等）の検討  

☐地区特性の整理（浸透施設の効果、水循環評価、環

 境評価、課題整理等）  

⑤ 仮設計画検討 

☑山留計画に係る土質定数（単位体積重量、粘着力、

 内部摩擦角等）、地下水対策（低下工法等）検討  

☑現況水路等の仮設排水路検討（断面、勾配、流路）  

☑放流先検討（放流量、沈砂池、仮設調整池等）  

☑既河川等との接続工法検討（既設河川構造図調査、

 山留工、水替え等）  

協議用 

資料作成 

河川管理者、下水道管理者、宅地開発指導担当部局等

との協議に要する次の資料を作成すること。  

☑河川管理者協議資料  

☑下水道管理者協議資料  

☑宅地開発協議資料作成  

☐河川法に基づく施工協議図書作成  

☐地元住民説明資料作成  

 

 

設計工種 特記事項（特に留意する点）  

道路 

（ 修 正 基

本設計） 

設計条件 

等 

・概略数量 L=574m 

道路  W=９m（うち車道 W=６m）、L=435m 

    W=９m（うち車道 W=6.5m）、L=109m 

    W=12m（うち車道 W=7.5m）、L=30m 

交差点 ２箇所 

（地形；平地、車線数：２車線） 

・道路規格：第４種４級 

設計条件 

の設定 

 

☑道路区分、設計速度の設定 

☑基本断面構成 (幅員、歩道、車道、植栽等)の設定 

☑縦横断曲線半径、視距、縦横断勾配、設計荷重等基

本条件の設定  

☑整備内容（水準）の設定 

☑路床の評価と対策工法の設定 

☑施工手順の設定と出会い工事との調整事項の整理 

設計内容 

 

共通仕様書第 3.3.3 第２項に基づき、次の項目の設計

を行うこと。  

①   設計項目 

☑設計計画、☑現地踏査、☑縦断設計、☐横断設計、☑

道路付帯構造物設計、☑小構造物設計、☐用水路設計、
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☑設計図（路線図、平面図、縦断図、標準横断面、横

断図、一般図作成）、☑関連機関との協議用資料作成、

☐用地幅杭計画、☑概算工事費、☑照査、☑報告書作成、

☑設計検討 

ただし、道路計画平面図、交差点平面図（１箇所）は既往

成果あり 

② 設計検討 

☑道路構造物の平面、構造設計(街渠、排水施設、取 

付管、擁壁等の構造検討) 

☑舗装構造の設計(交通量区分、舗装構成の検討) 

☐景観検討  

協議用 

資料作成 

道路管理者、交通管理者、地下埋設企業者等との協議に

要する次の資料を作成すること。  

☑道路管理者との協議及び説明資料  

☑交通管理者との協議及び説明資料  

☑占用事業者との協議及び説明資料  

 

２－６管理者協議等  

 （１）管理者協議  

当該設計に係る以下の管理者協議に出席するものとする。  

また、必要に応じ関係機関との協議を実施し、記録簿の作成を行うものとする。  

協議種別 頻度等 

管理者等協議 12 回 

 

２－７設計図書の作成  

本業務で得た成果をもとに、共通仕様書第 2 編に基づき設計図面を作成し、成果

品を提出するものとする。  

 

第３章 その他 

３－１中間成果の提出  

業務履行中、調査職員により中間提出を求められた場合、速やかに成果を提出す

るものとする。 

 

 ３－２業務対象箇所への立ち入り  

受注者は、現地調査等により業務対象箇所に立ち入る場合は、共通仕様書 1.1.16

に基づいて行い、事前に調査職員へ箇所、日時、内容等を説明し了解を得るものと

する。 

 

３－３疑義等 
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本特記仕様書の記載事項に疑義や変更が生じた場合は、調査職員と管理技術者

が協議し、決定するものとする。  

 

３－４訂正時の措置  

受注者は、業務終了後といえども受注者の過失、疎漏に起因する不良個所が発見

された場合には、発注者の指示により訂正補足、その他の措置を行うものとする。  

 

３－５法令等に基づく届出等チェックリストについて  

受注者は、当該業務における法令等に基づく届出等の調査を行い、「届出等チェ

ックリスト」（別紙－ 1）を必要に応じ加筆・修正し、同チェックリスト中の「設計

者」欄に「○」印を記入すること。また、届出等が不要なものについて同チェック

リスト中の「設計者」欄に「－」印を記入の上、設計図書等と併せ、成果品として

提出すること。 

 

３－６提出書類仕様  

受注者は、仕様書 1.2.12 に基づき提出書類作成に当たっては、グリーン購入法

の規定に基づく再生紙を使用するものとする。  

 

３－７暴力団員等による不当介入を受けた場合の措置について  

受注者は、共通仕様書 1.1.36 に基づき適切な対応を図るものとする。  

 

３－８グリーン購入法への対応について  

受注者は、当該業務の実施にあたり物品使用の検討では共通仕様書 1.2.12 の 2

項に基づき環境への負荷が少ない環境物品等の採用の推進に向けて提案を行う。 

基本設計においては、国等が定める特定調達品目調達ガイドライン（案）に基づ

き調達の可能性について検証し、チェックシート（別紙－２）にて報告すること。  

実施設計業務においては、基本設計における検証結果に基づき、必要とされる強

度や耐久性、機能の確保、コスト等を確認し、可能な品目については積極的に調達

の推進に向けて提案を行う。なお、調達を実施する品目については、設計図書に明

記し、使用に際しての留意事項等を記載すること。  

 

３－９低価格による受注に関する調査について  

落札価格が予定価格の 10 分の 7 を乗じて得た額を下回ったときは、落札価格、

業務履行体制及び業務履行状況に関する調査を、別添資料に基づき実施するので協

力されたい。 

 

３－１０土木設計業務成績評定について  

本業務は、業務成績評定対象業務である。受注者には、業務完了後業務成績評定

点を通知する。 
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なお、付与した業務成績評定点は、将来業務発注時に価格以外の評価項目として

使用することがある  

 

３－１１積算基準等  

 本業務に関する積算基準及び上記２－４貸与する技術資料等は閲覧に供する。  

 

 ３－１２ウィークリースタンスの 実 施 に つ い て  

①本業務の実施にあたっては、業務環境の改善に取り組むウィークリースタンス

を考慮するものとする。  

②ウィークリースタンスの実施にあたっては、ウィークリースタンス実施要領

（別紙３）に基づき、調査職員と確認・調整した内容について取り組むものと

する。 

 

３―１３直接人件費算定の目安  

    技術者の直接人件費算定の目安となる業務量は、標準的な技術者（※）に換算

すると概ね 359 人・日程度 

 ※標準的な技術者は、業務の中心を担う職階として、仕様書に示した内容に対し、

上司等の指導の下、経験を踏まえ主体的に一般的な業務を実施できる職階相

当を想定。 
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別図－1 
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別紙－1 
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特定調達品目の判断基準等（公共工事）チェックシート ≪参考≫

○；調達可能、×；調達不可

分類 品目分類 品目名 判定 備考

資材 盛土材等 建設汚泥から再生した処理土

土工用水砕スラグ

銅スラグを用いたｹｰｿﾝ中詰め材

フェロニッケルスラグを用いた
ケーソン中詰め材

地盤改良材 地盤改良用製鋼スラグ

ｺﾝｸﾘｰﾄ用ｽﾗｸﾞ骨材 高炉スラグ骨材

ﾌｪﾛﾆｯｹﾙｽﾗｸﾞ骨材

銅ｽﾗｸﾞ骨材

電気炉酸化スラグ骨材

ｱｽﾌｧﾙﾄ混合物 再生加熱ｱｽﾌｧﾙﾄ混合物 ○

鉄鋼ｽﾗｸﾞ混入ｱｽﾌｧﾙﾄ混合物

中温化ｱｽﾌｧﾙﾄ混合物

路盤材 鉄鋼ｽﾗｸﾞ混入路盤材

再生骨材等 ○

小径丸太材 間伐材 ○ 現場説明書参照

混合ｾﾒﾝﾄ 高炉ｾﾒﾝﾄ ○ 現場説明書参照

フライアッシュセメント

セメント エコセメント

ｺﾝｸﾘｰﾄ及びｺﾝｸﾘｰﾄ製品 透水性ｺﾝｸﾘｰﾄ

鉄鋼スラグ水和固化体 鉄鋼スラグブロック

吹付けコンクリート
フライアッシュを用いた吹付け
コンクリート

塗料 下塗用塗料（重防食）

低揮発性有機溶剤型の路面表示
用水性塗料

舗装材
再生材料を用いた舗装用ブロッ
ク（焼成）
再生材料を用いた舗装用ﾌﾞﾛｯｸ
（ﾌﾟﾚｷｬｽﾄ無筋ｺﾝｸﾘｰﾄ製品）

園芸資材 ﾊﾞｰｸたい肥

下水汚泥を使用した汚泥発酵肥
料（下水汚泥ｺﾝﾎﾟｽﾄ）

道路照明 環境配慮型道路照明

中央分離帯ブロック
再生プラスチック製中央分離帯
ブロック

配管材 排水用再生硬質塩化ビニル管

コンクリート用型枠 再生材料を使用した型枠

工法 建設発生土有効利用工法 低品質土有効利用工法

建設汚泥再生処理工法 建設汚泥再生処理工法 現場説明書参照

コンクリート塊再生処理工
法

コンクリート塊再生処理工法 現場説明書参照

舗装（路盤） 路上再生路盤工法

法面緑化工法
伐採材又は建設発生土を活用し
た法面緑化工法

目的物 舗装 排水性舗装

透水性舗装

屋上緑化 屋上緑化

記載例

工法 建設発生土有効利用工法 低品質土有効利用工法 ○ 地盤改良の工事費が高くなる。

目的物 舗装 排水性舗装 ×
発生交通量を考慮し、交通騒音
を減少させる必要がないため。

別紙－2 
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ウィークリースタンス  実施要領  

   

１ 目 的  

公共工事の品質確保の促進に関する法律（平成十七年法律第十八号）第 22 条に基づく

「発  

注関係事務の運用に関する指針」を踏まえ、建設コンサルタント業務等における受発注者  

の業務環境を改善し、業務成果の品質が確保されるよう適正な業務執行を図ることを目的  

とする。   

  

２ 取組内容  

（１）業務の実施に当たり、適切な作業時間を確保するほか、就業環境や業務特性等を勘

案した上で、原則として以下の項目（１週間における仕事の進め方の相互ルール）につい  

て受発注者間で設定する。   

①休日明け日（月曜日等）を依頼の期限日としない。   

②水曜日は定時の帰宅を心掛ける。   

③休暇が取れるように休前日（金曜日等）は新たな依頼をしない。   

④昼休みや 17 時以降の打合せは行わない。   

⑤定時間際、定時後の依頼をしない。   

⑥その他、業務環境改善に関わる取組みを任意に設定する（web 会議の積極的な活用

等）。   

（２）業務履行期間中であっても、受発注間で確認・調整の上、必要に応じ、設定した取

組内容を見直すことができる。    

（３）（１）によらず、やむを得ず受注者に作業依頼を行う場合には、調査職員又は監督職

員から管理技術者又は主任技術者に対して依頼内容とその理由を明確に指示する。   

（４）緊急事態対応（災害対応等）については、取組みの対象外とする。   

  

３ 進め方  

（１）初回打合せ時に取組内容を受発注者間で確認・調整の上、設定する。取組期間につ

いては、初回打合せ時から履行期間末までを原則とする。   

（２）受注者は、設定した取組内容を打合せ記録簿に整理し、受発注者間で共有する。   

（３）成果物納入時の打合せ時に実施結果、効果、改善点等を受発注者双方で確認し、打

合せ記録簿に整理する。   

 以   上  

 

 

 

 

  

別紙-3 
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特記仕様書 追加事項 

 

○ 低価格による受注に関する調査  

１  落札価格が予定価格の 10 分の 7 を乗じて得た額を下回ったときは、落札価格、業

務履行体制及び業務履行状況に関する調査を実施する。  

 

２  調査においては、以下の調査資料の提出を求める。  

(1) 当該価格で入札した理由（様式－２）  

(2) 入札金額の積算内訳（様式－３）  

(3) 業務実施体制（様式－４）  

(4) 手持ち業務の状況（様式－５）  

(5) 配置技術者名簿（様式－６）  

(6) 過去に実施した同種又は類似の業務名及び発注者（様式－７）  

 

３  調査資料は、発注者より「低価格受注調査等対象業務通知書」により対象業務であ

る旨の通知を行った日の翌日から起算して７日以内（土日祝日を含む）に提出する

こと。 

なお、提出期限後の資料の差し替え及び再提出は認めない。  

 

４  資料の内容に関しては、入札の責任者（代表者、又はその権限代行者）及び管理技

術者等から事情聴取を行う。なお、事情聴取の日時及び場所は対象となる者に追っ

て通知する。 

 

５  調査において、入札者が履行可能な理由として説明した事項は、確認事項として打

合せ記録簿で提出することとし、業務履行状況の調査時にその内容を確認する。  

 

６  調査対象者が当該調査において虚偽の資料提出若しくは説明を行ったことが明ら

かとなった場合又は業務履行状況の調査の結果と入札時の調査の内容とが著しく乖

離した場合（合理的な理由が確認できる場合を除く）は、業務成績評定点に厳格に反

映するものとする。  

また、調査資料の提出がなかった場合についても、業務成績評定点に厳格に反映す

ることとなりますのでご承知おきください。  

 

以 上 

別添資料  
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（様式-２） 

当該価格で入札した理由 

 

（注)手持ち業務の状況、手持機器等の状況、過去に実施した同種又は類似の業務の

実績、保有する技術者の状況、下請負会社の協力等の観点から記載すること。  

 

○当該価格で入札した理由  



 

 24 

（様式-３） 

入札金額の積算内訳（土木設計） 
(単位：千円 ) 

業務名称    

項目  工種  種別  細別  単位  数量  金額  備  考  

業務原価  直接原価  直接人件費            

              

               

               

               

 

計  
             

   直接経費            

               

               

             

              

               

一 般 管 理

費等  
間接原価   その他原価            

              

              

              

               

計               

                

合計                

（注）設計数量総括表等に対応する内訳を記載すること。  

（注）見積もり等積算根拠を示すものがあれば添付すること。  
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（様式-４） 

 

 

 

（様式-５-１） 
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手 持 ち 業 務 の 状 況 
 

管理技術者名          

業務名 職務上の立場  発注機関 履行期間 契約金額 

     

     

     

     

     

     

※ 技術者１名につき 1 枚作成する。 
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（様式-５-２） 

手 持 ち 業 務 の 状 況 
 

照査技術者名          

業務名 職務上の立場  発注機関 履行期間 契約金額 

     

     

     

     

     

     

※ 技術者１名につき 1 枚作成する。 
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（様式-５-３） 

手 持 ち 業 務 の 状 況 
 

担当技術者名          

業務名 職務上の立場  発注機関 履行期間 契約金額 

     

     

     

     

     

     

※ 技術者１名につき 1 枚作成する。 
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（様式-６） 

配  置  技  術  者  名  簿  

技術者の区分  氏  名  資  格  取得年月日  
免許番号  

交付番号  
備  考  

管理技術者       

照査技術者       

担当技術者       

担当技術者       

担当技術者       

担当者       

担当者       

担当者       

      

      

      

(注)技術者の区分は業務に応じて適宜記載すること。
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（様式-７-１） 

過去に実施した同種又は類似の業務名及び発注者 

 

管理技術者名：          

 同種又は類似業務の実績①  

業 務 分 類 同種業務 ・ 類似業務 

業 務 名         

TECRIS登録番号  

発 注 機 関 名         

契 約 金 額         

履  行  期  間  

業 務 の 概 要        

 

 

 同種又は類似業務の実績②  

業 務 分 類 同種業務 ・ 類似業務 

業 務 名         

TECRIS登録番号  

発 注 機 関 名         

契 約 金 額         

履  行  期  間  

業 務 の 概 要        

 

※ 技術者１名につき1枚作成する。記載する件数は２件までとする。  
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（様式-７-２） 

過去に実施した同種又は類似の業務名及び発注者 

 

照査技術者名：          

 同種又は類似業務の実績①  

業 務 分 類 同種業務 ・ 類似業務 

業 務 名         

TECRIS登録番号  

発 注 機 関 名         

契 約 金 額         

履  行  期  間  

業 務 の 概 要        

 

 

 同種又は類似業務の実績②  

業 務 分 類 同種業務 ・ 類似業務 

業 務 名         

TECRIS登録番号  

発 注 機 関 名         

契 約 金 額         

履  行  期  間  

業 務 の 概 要        

 

※ 技術者１名につき1枚作成する。記載する件数は２件までとする。  

 

 

 



 

 32 

（様式-７-３） 

過去に実施した同種又は類似の業務名及び発注者 

 

担当技術者名：          

 同種又は類似業務の実績①  

業 務 分 類 同種業務 ・ 類似業務 

業 務 名         

TECRIS登録番号  

発 注 機 関 名         

契 約 金 額         

履  行  期  間  

業 務 の 概 要        

 

 

 同種又は類似業務の実績②  

業 務 分 類 同種業務 ・ 類似業務 

業 務 名         

TECRIS登録番号  

発 注 機 関 名         

契 約 金 額         

履  行  期  間  

業 務 の 概 要        

 

※ 技術者１名につき1枚作成する。記載する件数は２件までとする。  

 

 

 

 

 

 


